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１．平成 27 年３月期第３四半期の連結業績（平成 26 年４月１日 ～ 平成 26年 12 月 31 日） 
(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

（注）包括利益 27 年３月期第３四半期 2,253 百万円（－％） 26 年３月期第３四半期 － 百万円（－％） 

１ 株 当 た り 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１ 株 当 た り 
四 半 期 純 利 益 

円 銭 円    銭

27 年３月期第３四半期 22 08 － 

26 年３月期第３四半期 － － 

(注)平成 26年３月期第３四半期は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、平成 26 年３月期第３四半期 

   の数値及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

百万円 百万円 ％

27 年３月期第 3 四半期 197,368 39,758 20.1

26 年３月期 182,530 38,300 20.9
(参考) 自己資本 27 年３月期第３四半期 39,640 百万円  26 年３月期 38,136 百万円 

２．配当の状況 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭

26 年３月期 － 0.00 － 8.00 8.00
27 年３月期 － 0.00 － 

27 年３月期(予想)  8.00 8.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

３．平成 27 年３月期の連結業績予想（平成 26 年４月１日 ～ 平成 27 年３月 31 日） 
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 382,000 1.8 2,500 △2.5 2,800 △7.1 1,900 △6.5 28 53

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益 四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27 年３月期第３四半期 283,964 － 1,626 － 1,990 － 1,470 － 

26 年３月期第３四半期 － － － － － － － － 



※ 注記事項
(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 

②  ①以外の会計方針の変更       ：無 

③  会計上の見積りの変更        ：無 

④  修正再表示             ：無 

  (注) 詳細は、添付資料Ｐ.２「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 (3)会計方針の変更・会計上の見

積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 27 年３月期３Ｑ 67,027,406 株 26 年３月期 67,027,406 株

② 期末自己株式数 27 年３月期３Ｑ 435,244 株 26 年３月期 433,694 株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 27 年３月期３Ｑ 66,592,682 株 26 年３月期３Ｑ － 株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しており

ません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  （将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。ま

た、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1)経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、消費増税に伴う駆け込み需要の反動はあった

ものの、その影響は徐々に和らぎつつあり、雇用情勢や設備投資にも改善傾向が見受けられるなど、

緩やかな回復基調にあります。

一方、世界経済は、米国の雇用改善と個人消費の回復により比較的堅調でしたが、欧州経済の停

滞、一部新興国・資源国の景気が減速するなど、不安定感が増しております。

国内紙パルプ業界におきましては、昨年度の２度にわたる洋紙の値上げにより採算は改善しまし

たが、需要の本格的な回復が見られないことに加え、円安の影響が再び採算を悪化させました。国

内主要製紙メーカーは、これらの経営環境に対応すべく収益改善と事業効率化に向け、海外事業拡

大やコストダウン、事業構造の転換を進めております。

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高 2,839 億 64 百万円、営業利益

16億 26 百万円、経常利益 19 億 90 百万円、四半期純利益 14 億 70 百万円となりました。 

セグメント別の売上高は以下の通りです。 

（国内拠点紙パルプ等卸売事業）  2,415 億 33 百万円 

（海外拠点紙パルプ等卸売事業）    413 億９百万円 

（不  動  産  賃  貸  事  業）  11 億 21 百万円 

 (2)財政状態に関する説明 

当第３四半期末の総資産は 1,973 億 68 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 148 億 37 百万円

増加しました。負債は 1,576 億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ 133 億 79 百万円増加し

ました。また、純資産は 397 億 58 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 14 億 58 百万円増加し

ました。以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の 20.9％から 20.1％となりました。 

 (3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成 27 年３月期の連結業績予想につきましては、平成 26 年 11 月 14 日公表の予想から変更して

おりません。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

(2)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 （会計方針の変更） 

 （退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平

成 24 年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退

職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付

算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引

率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ

変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が２億 15 百万円増加し、退職

給付に係る資産が１億 10 百万円減少し、利益剰余金が２億９百万円減少しております。また、当第

３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。 
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５．四半期連結財務諸表
（1）四半期連結貸借対照表

前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間

(平成26年３月31日) (平成26年12月31日)

2,082 3,424

108,892 118,426

電子記録債権 5,663 9,201

16,574 16,255

4,639 4,534

△ 1,077 △ 761

136,776 151,080

建物及び構築物（純額） 6,650 6,344

土地 15,750 15,822

その他（純額） 433 459

有形固定資産合計 22,835 22,626

無形固定資産

のれん 612 565

その他 170 180

783 746

投資有価証券 20,010 20,802

退職給付に係る資産 142 155

その他 2,333 2,329

貸倒引当金 △ 350 △ 370

投資その他の資産合計 22,136 22,915

45,754 46,288

182,530 197,368

(単位：百万円)

資産の部

流動資産合計

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品

貸倒引当金

有形固定資産

固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産

流動資産

その他

固定資産

資産合計

- 3 -
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前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間

(平成26年３月31日) (平成26年12月31日)

支払手形及び買掛金 80,175 89,797
電子記録債務 2,664 3,479
短期借入金 32,411 32,641
コマーシャル・ペーパー 3,000 5,000
未払法人税等 563 111
引当金 1,068 461
その他 4,004 4,305
流動負債合計 123,887 135,797

長期借入金 13,152 14,558
退職給付に係る負債 536 822
引当金 569 247
負ののれん 417 208
その他 5,668 5,975
固定負債合計 20,343 21,812

144,230 157,609

資本金 3,442 3,442
資本剰余金 7,670 7,670
利益剰余金 23,891 24,618
自己株式 △ 151 △ 151
株主資本合計 34,853 35,579

その他有価証券評価差額金 2,357 2,853
繰延ヘッジ損益 0 82
為替換算調整勘定 886 1,093
退職給付に係る調整累計額 39 31
その他の包括利益累計額合計 3,283 4,060

163 118
38,300 39,758

182,530 197,368

負債の部

固定負債

流動負債

(単位：百万円)

負債純資産合計

その他の包括利益累計額

株主資本

少数株主持分

純資産合計

負債合計

純資産の部

△

- 4 -
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（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
　 （四半期連結損益計算書）
　　（第３四半期連結累計期間）

当第３四半期連結累計期間

(自　平成26年４月１日

　至　平成26年12月31日)

283,964

267,430

16,534

14,907

1,626

営業外収益

受取利息 213

受取配当金 341

負ののれん償却額 208

その他 179

営業外収益合計 942

営業外費用

支払利息 344

為替差損 43

売上債権売却損 24

持分法による投資損失 97

その他 68

営業外費用合計 579

1,990

特別利益

投資有価証券売却益 22

負ののれん発生益 24

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 333

その他 3

特別利益合計 383

特別損失

固定資産除却損 0

ゴルフ会員権評価損 3

その他 0

特別損失合計 3

2,370

509

387

896

1,474

3

1,470

経常利益

営業利益

販売費及び一般管理費

売上高

売上原価

売上総利益

(単位：百万円)

少数株主利益

四半期純利益

税金等調整前四半期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

少数株主損益調整前四半期純利益
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　 （四半期連結包括利益計算書）

　　（第３四半期連結累計期間）

当第３四半期連結累計期間

(自　平成26年４月１日

　至　平成26年12月31日)

1,474

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 497

繰延ヘッジ損益 83

為替換算調整勘定 85

退職給付に係る調整額 △ 8

持分法適用会社に対する持分相当額 120

その他の包括利益合計 779

四半期包括利益 2,253

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,247

少数株主に係る四半期包括利益 5

少数株主損益調整前四半期純利益
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(3)四半期連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

 該当事項はありません。 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) 

  該当事項はありません。 

(セグメント情報等） 

セグメント情報 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 

調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
国内拠点紙パ

ルプ等卸売 

海外拠点紙パ

ルプ等卸売 
不動産賃貸 計 

売上高 

外部顧客への売上高 241,533 41,309 1,121 283,964 － 283,964

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
6,964 231 9 7,205 △7,205 －

計 248,498 41,541 1,130 291,170 △7,205 283,964

セグメント利益又は損失（△） 3,202 △108 392 3,486 △1,859 1,626

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,859 百万円は、セグメント間取引消去３百万円及び全社

費用△1,863 百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理部門にお

ける一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(重要な後発事象） 

当社連結子会社である国紗褘紙漿紙張商貿（上海）有限公司（12月決算）の取引先である浙江徳美
彩印有限公司につき、2015 年１月 29 日に同社の親会社である上海緑新包装材料科技股份有限公司の
董事会が廃業清算を決定した旨の公告を深圳証券取引所において行いました。

連結財務諸表の作成に当たって使用している 2014年９月 30日現在の売掛債権は期日どおり回収さ
れておりますが、2014年 10月１日以降に発生した売掛債権 537百万円（27百万人民元）は回収が遅
延しております。当社グループは債権の保全を図るべく協議中でありますが、当該債権に関して、取

立不能見込み額が生じた場合には、平成 27年３月期連結会計年度において、貸倒引当金の計上を行う
予定です。


